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開発行為等に係る消防水利の整備及び消防活動空地  

等の設置基準  

 

（目的）  

第１条  この基準は、豊中市土地利用の調整に関する条例 （平成

１６年豊中市条例第３１号。以下「条例」という。 ）に定める

消防水利の整備及び消防活動空地の確保 等に関して必要な事項

を定めることを目的とする。  

 

（用語の定義）  

第２条  豊中市土地利用の調整に関する 条例施行規則 （平成１６

年規則第４３号。以下「規則」という。 ）別表第４の用語を次

のとおり定義する。  

⑴  予定建築物とは、開発行為等区域内に新たに建築される建

築物をいい、既存の建築物は含まな い。  

⑵  敷地境界線とは、開発行為等区域内の各敷地の外周のこと

をいい、前面道路との境界線を含む。  
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（消防水利の整備 ）  

第３条  消防水利の整備は、 規則に定める基準によるほか、 次の

とおりとする。  

⑴   消火栓  

ア  規則別表第４第１項第１号ウに規定する消防局長が消防

活動上必要があると認める ときとは、開発行為等区域外の

公設消防水利と開発行為等区域の間に崖、河川、鉄道その

他ホース延長が困難な障害がある場合 とする。  

イ  枠は鉄筋コンクリート製、鋼鉄製、鋳鉄製又は これらと

同等以上のものであること。  

ウ  規則別表第４第１項第１号オで規定する黄色の塗色標示

は、消火栓枠の周囲に幅１５センチメートルの焼付け塗装

とすること。  

⑵   防火水槽  

ア  規 則 別 表 第 ４ 第 １ 項 第 ２ 号 エ に 規 定 す る 消 防 局 長 が 消

防 活 動 上 必 要 が あ る と 認 め る と き と は 、 開 発 行 為 等 区 域 外

の 公 設 防 火 水 槽 と 開 発 行 為 等 区 域 の 間 に 崖 、 河 川 、 鉄 道 そ

の他ホース延長が困難な障害がある場合 とする。  

イ  地下式防火水槽の蓋については、鋳鉄製とし、車両通行

路にあっては十分な強度を有するものとすること。  

ウ  規則別表第４第１項第２号オ（イ）に規定する地下式防

火水槽の蓋のデザインは、市に帰属する防火水槽について

は別図１、開発行為者等が管理するものについては別図 ２

とする。  

エ  規則別表第４第１項第２号オ（ウ）規定する取水口又は

採水口の直近に掲出する標識は別図 ３のとおりとする。  

ただし、前面道路から取水口又は採水口の位置を、容易

に見とおし、識別できる場合は、この限りでない。  

オ  駐車場内の設置は避けること。やむを得ない場合は取水

に支障のないよう明確に区分 すること。  

カ  構造、材質及び強度は、消防用設備等の設置に関する運
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用基準（平成１９年３月３０日制定）第２部第４章消防用

水の基準及び消防防災施設整備費補助金交付要綱 （平成１

４年消防消第６９号）別表第３第１ の規格に適合する ほか、

次によること。  

(ア )  防 火 水 槽 の 深 さ は 、 集 水 ピ ッ ト 部 分 を 除 き 地 表 面 か

ら４．５メートル 以内とすること。  

   (イ ) 集水ピットは次によること。  

   ａ  吸管投入孔の直下に設けること。  

   ｂ  一辺の長さ６０センチメートル以上又は直径６０セン

チメートル以上かつ、深さ５０センチメートル 以上とす

ること。  

   (ウ ) 水槽内には、給水管、排水管、 電気配管等防火水槽

と関係しない他用途の配 管が通っていないこと。  

   (エ ) 水槽が複数の地 中梁で区画されている場合は、硬質

塩 化 ビ ニ ル 管 等 を 使 用 し 、 次 の と お り 各 区 間 に 通 気 口 、

通水口及び人通口を設けること。  

   ａ  通気口は直径１０センチメートル以上とし、有効水量

にかからないよう各梁の上部に ２箇所以上設けること。  

   ｂ  通水口は直径１５センチメートル以上とし、底板に接

するよう各梁の下部に２箇所以上設けること。  

   ｃ  人通口は１辺の長さ５０センチメートル以上又は直径

５０センチメートル以上とし、その下端が底板から ５０

センチメートル以下になるよ う設けること。ただし、構

造上設置が困難な場合は、各区画に点検用人孔を設ける

こと。  

キ  ２次製品を設置する場合は、 一般財団法人日本消防設備

安全センター認定品とすること。  

ク  都市公園法（昭和３１年法律第 ７９号）第２条に規定す

る都市公園の地下に設置する場合は、公園管理者の占用許

可が得られる位置及び構造とすること。  

ケ  開 発 行 為 等 区 域 内 に 消 防 法 （ 昭 和 ２ ３ 年 法 律 第 １ ８ ６
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号）第１７条に基づき送水口を有する消防用設備等が設置

される場合は、送水口から歩行距離 ２０メートル以内に防

火水槽の取水口又は採水口を配置すること。  

コ  取水口の位置については、取水口の中心から消防 車の停

車位置まで、おおむね５メートル以内の距離とする こと。

（採水口の場合は、消防車の停車位置から 、おおむね８メ

ートル以内とする こと。）  

サ  防火水槽の設置にあたっては、工事に必要な書類等を消

防局長に提出し、主要工程毎に検査を受けること。  

  シ  開発行為者は、規則別表第４第１項第２号 カに規定する

協議により、防火水槽及び防火水槽用地を市に帰属する場

合は、無償とし、市に帰属する防火水槽用地については、

次によること。  

（ ア ） 地 盤 面 か ら の 高 さ が １ ． ８ メ ー ト ル 以 上 の ネ ッ ト     

フェンスで敷地を囲うとともに、管理用出入口として幅

９０センチメートル以上の扉を設け、消防局長が指定す

る鍵で開錠できる構造とすること。  

（イ）敷地境界は、境界杭で明示すること。  

（ウ）敷地表面をコンクリート又はアスファルトで舗装する

こと。  

（エ）敷地内には、法面及び擁壁を設けないこと。  

 

（消防活動空地の確保）  

第４条  消防活動空地の確保は、規則に定める基準によるほか、

次のとおりとする 。  

⑴  消防車両進入路  

ア  開発行為等区域の面積が１０，０００平方メートル以上

の場合については、開発行為等区域内に ２方向から容易に

進入できること。  

イ  規則別表第４第２項第１号アで規定する容易に進入でき

るとは、門等の障害物が設けられていないことをいい、門
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等が設けられてい る場合は、破壊錠又は消防局長が指定す

る鍵若しくは自動火災報知設備との連動で開錠できる 構造

等（以下「非常の際に外部から容易に進入 できる構造」と

いう。）でなければならない 。  

ウ  規 則 別 表 第 ４ 第 ２ 項 第 １ 号 エ 規 定 す る 消 防 車 両 進 入 路 の

幅員等は別図４のとおりとする。  

エ  規 則 別 表 第 ４ 第 ２ 項 第 １ 号 オ で 規 定 す る 常 時 有 効 に 利 用

で き る よ う 必 要 な 措 置 と は 、 必 要 に 応 じ て 駐 車 禁 止 の 標 識

を掲げる等の措置をいう。  

オ  開発区域内に消防活動空地が ２箇所以上設けられる場合

については、消防車両進入路の分岐点等に消防活動空地の

方向を示す標識を設置すること。  

⑵  は し ご 車 が 予 定 建 築 物 に 接 塔 す る た め の 空 地 は 、 次 の と  

おりとする。  

ア  規則別表第４第２項第２号ウに規定する消防活動空地の

標示は別図５のとおりとする。  

イ  空地の路盤面が芝等により別図 ５の標示が不可能な場合

は、空地の直近に消防活動空地であること 及び一般車両の

駐車ができない旨を記載した 標識を掲示すること。  

ウ  空地については、予定建築物の 建築基準法施行令 （昭和

２５年政令第３３８号） (以下、「建基令」という。 )第１

２６条の６に規定する非常用進入口 （代替進入口でも可）

が設置される面に対して設けること。     

非常用進入口が設置されない 場合又は、非常用進入口を

有 効 に 使 用 す る こ と が で き な い 場 合 は 、 消 防 法 施 行 規 則

（昭和３６年自治省令第６号）第５条の３に規定する 開口

部に面して設けること。  

  エ  空地には、１平方メートルにつき１９６キロニュートン

以上の荷重に耐える構造であっても、 マンホール蓋及び側

溝用グレーチング蓋等を設けないこと 。  

⑶  規則別表第４第２項第３号で規定する適用除外の基準 は、
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次のとおりとする。  

ア  同項⑴又は⑵に規定する基準により難い場合とは、 消防

車両進入路若しくは消防活動空地を確保できない場合又は

予定建築物にはしご車接塔可能場所がない場合とする。  

イ  同項で規定する消防局長が消防活動上支障がないと認め

たときとは、次の（ア）又は（イ）に該当する場合をいう。  

（ア）予定建築物の出入口付近等で、消防活動が有効 に実施  

できる箇所に非常用エレベーター が設置され、道路から

当該非常用エレベーター入口まで有効幅員１メートル以

上の段差のない進入経路（進入経路の途中に塀等の障害

物がある場合は、 有効幅員が７０センチメートル以上 の

扉を設置し、非常の際に外部から容易に進入できる 構造

とすること。 ）（以下「消防隊進入経路」という。） が

確保されていること。   

（ イ ） 予 定 建 築 物 に 次 の ａ 又 は ｂ に 適 合 す る 階 段 （ 以 下

「 消 防 隊 進 入 階 段 」 と い う 。 ） が 、 各 階 （ 消 防 法 施 行

規 則 第 ４ 条 の ２ の ２ に 規 定 す る 避 難 上 有 効 な 開 口 部 を

有 し な い 壁 で 区 画 さ れ て い る 部 分 が 存 す る 場 合 に あ っ

て は 、 そ の 区 画 さ れ た 部 分 ） ご と に 水 平 距 離 ５ ０ メ ー

ト ル 以 内 に １ 箇 所 以 上 設 置 さ れ 、 当 該 階 段 か ら 各 階 に

進 入 す る 開 口 部 （ 有 効 幅 員 が ７ ０ セ ン チ メ ー ト ル 以

上 ） が 破 壊 錠 又 は 自 動 火 災 報 知 設 備 と の 連 動 で 開 錠 で

きる構造となっていること。  

ただし、消防隊進入階段の必要数が ２以上となるもの

で、予定建築物の全区域に消防法第 １７条に定める技術

上の基準に従って、スプリンクラー設備が設置され てい

るときは、１の消防隊進入階段については、ａ及びｂ以

外の階段とすることができる 。  

ａ  建 基 令 第 １ ２ １ 条 の ２ に 規 定 す る 屋 外 階 段 又 は 第 １

２ ３ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 特 別 避 難 階 段 で 次 に 適 合 す る

もの。  
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（ａ）階段の入口が予定建築物の出入口から歩行距離  

１０メートル以下の位置にあるもの又は屋 外から直

接進入できる構造である こと。  

（ｂ）道路から階段入口まで消防隊進入経路が確保され

ていること。  

（ｃ）階段入口については、有効幅員 を７０センチメー

トル以上確保すること。  

ｂ  屋 内 階 段 で ａ （ ａ ） か ら （ ｃ ） ま で に よ る ほ か 、 次

に適合するもの。  

（ａ）各階又は、各階の中間部分ごとに 直接外気に開放

された排煙上有効な開口部 (階高 (天井を設けたもの

に あ っ て は 、 床 面 か ら 当 該 天 井 面 ま で の 高 さ )の ２

分 １ 以 上 に 開 口 面 積 、 お お む ね ２ 平 方 メ ー ト ル 以

上 )が 確 保 さ れ て い る こ と 。 排 煙 上 有 効 な 開 口 部 の

上部に垂れ壁等を設ける場合は、当該垂れ壁等の下

端から天井までの高さは、 ３０センチメートル以下

であること。  

（ｂ）排煙上有効な開口部にルーバー等を設ける場合は、

開口率を８０パーセント以上確保すること。  

 

附  則（平成２９年１０月２３日豊消予第５３号消防長通知） 

この基準は、通知の日から施行する 。  

附  則（平成３０年３月１６日豊消予第１７７号消防長通知） 

この基準は、平成３０年４月１日から施行する 。  

  附  則（平成３１年２月１５日豊消予第１９４号消防長通知） 

この基準は、通知の日から施行する。  

附  則（令和２年１０月１３日豊消予第３１６号消防長通知） 

この基準は、通知の日から施行する。  

 



別図－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市に帰属する防火水槽 

上部文字が「とよなか」 

 

別図－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発行為者等が管理する防火水槽 

上部文字が「火の用心」 



別図－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１ 文字及び縁を白色、地を赤色とする。 

２ 標識下部に容量を〇〇㎥と記載する。 



別図－４ 

（曲がり角付近） 

 

 

（直線部分） 

 

 

（消防車両進入経路に消火栓が設置されている部分） 

 

 

 

 

（35m級以上） 
A・B≧ 6m  C≧10ｍ 

（35m級以上） 
Ｄ≧3.5m 

（35ｍ級以上） 
Ｅ≧3.5ｍ 
Ｆ≧3ｍ 
Ｇ：消防車両が水利部署する際に必要な距離 
  （概ね 10ｍ） 



（消防車両進入経路に防火水槽が設置されている部分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（35ｍ級以上） 
Ｅ≧3.5ｍ 
Ｆ≧3ｍ 
Ｇ：消防車両が水利部署する際に必要な距離 
  （概ね 10ｍ） 



別図－５ 

 

 

備 考 
１ 文字は、車両内から読み取ることが可能な大きさ(一文字 30㎝以上)で
標示すること。 

２ 文字等のペイントは、地盤面の色と反対色にすること。 

  

 Ｈ≧30 ㎝   Ｉ≧10 ㎝  


